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幻のライブサイト／パブリックビューイング
─ 東京2020オリンピック・パラリンピックにおける 

構想・準備過程に関するメディア論的研究 ─

飯田　豊ⅰ，立石　祥子ⅱ

　本論文は，オリンピック・パラリンピック競技大会における「ライブサイト」および「パブリックビュ
ーイング」に注目し，東京2020大会における構想・準備過程を検証する。シドニー2000大会から始まった
ライブサイトは，パブリックビューイングに加えて，教育プログラムやスポーツ体験などを盛り込んだ文
化的な公式事業として，新しい観客と新しい競技者の両方の創出を目指す取り組みとして定着してきた（＝
スポーツの都市化）。もっとも東京2020大会の場合，組織委員会と東京都によって，ライブサイトがいち早
く「復興五輪」のための祝祭として位置づけられ，東日本大震災の被災地での開催が決まっていたことが
大きな特色であった。それに対して，多様な主体によって開催されるパブリックビューイングは，総務省
や NHK によって4K・8K 放送普及のための重要施策と位置づけられ，放送業界のみならず，映像業界や広
告業界の期待も高かった（＝都市のテレビ化）。これらの計画が何を残したのかは，メディア研究のみなら
ず，都市社会学やスポーツ社会学などの知見を踏まえて，学際的に検証していく必要がある。

キーワード： メディア・イベント，ライブサイト，パブリック・ビューイング，東京2020オリンピック・
パラリンピック

はじめに

　本論文では，オリンピック・パラリンピック競技

大会における「ライブサイト」および「パブリック

ビューイング」に注目し，東京2020大会における構

想・準備過程を検証する。

　ライブサイトとは，オリンピック・パラリンピッ

クの公式事業としておこなわれる文化行事のひとつ

である。大会の期間中，競技会場ではない場所で，大

型ビジョンを通じて競技中継を楽しむことができる。

多様な主体によって開催されるパブリックビューイ

ングとは異なり，公的機関が主催するライブサイト

では，競技中継のみならず，スポーツ体験，コンサ

ートなどの文化プログラム，大会パートナーによる

出展などの催しがおこなわれる。

　東京2020大会においては，ライブサイトとパブリ

ックビューイングはいずれも大部分が中止に追い込

まれたため，双方の違いが意識されることはほとん

どなかった。いずれもグローバル企業の市場拡大と

不可分に結びついた「イベント資本主義」ないし「祝

賀資本主義」を体現したものであることは当然の前

提として，しかしその構想・準備過程を（資料がき

わめて制約されているなかで）細かくみていくと，そ

れぞれ異なる政治的ないし産業的背景が浮かび上が
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ってくる。

1 ．緒論

1.1　本論文の背景と目的
　筆者たちは2017年，『現代メディア・イベント論

─パブリック・ビューイングからゲーム実況まで』

（勁草書房）と題する論文集を刊行した。「メディア・

イベント」といえば，D. Dayan と E. Katz による定

義が広く知られている1）。Dayan と Katz は，通常

のテレビ放送の編成が変更され，特別枠で伝えられ

る大規模なイベントが，視聴者のあいだに特別な連

帯の感情を媒介することに着目した。この意味にお

いて，オリンピックや FIFA ワールドカップ（以下，

W 杯）などの国際的なスポーツ大会は，典型的なメ

ディア・イベントである。しかしながら，都市に遍

在するスクリーンから掌中のスマートフォンまで，

さまざまな情報メディアに取り囲まれた日常生活が

自明性を帯びていくなかで，テレビの生中継に媒介

されたメディア・イベントの価値は一貫して低下し

てきた。「経験経済」や「コト消費」と言われるよう

に，テレビの中継で何かを共有するのではなく，出

来事が起きている現場における集合体験にこそ，大

きな価値が見いだされる時代になっている。

　こうした変化を踏まえて，同書で筆者たちは，「東

京オリンピックの開催を二〇二〇年に控え，二〇二

五年に再び大阪に万博を誘致する構想が進行してい

る。現代社会におけるオリンピックや万博などの国

家的行事に展望があるとすれば，「メディア」と「イ

ベント」の機制の変容こそが，まずは問われなけれ

ばならない」と主張した2）。少なくとも当時，東京

2020大会の準備段階で打ち出されていたライブサイ

トやパブリックビューイングの試みは，こうした価

値観の変化に適応しようとした，新しい放送文化と

捉えることもできた。

　そこで筆者たちは，パブリックビューイングや e

スポーツなど，メディアに媒介された集合体験を「現

代メディア・イベント」と捉え，これらを分析対象

とする研究をおこなった。同書で取り上げた事例の

多くは，インターネットの普及がなければ決して社

会化しなかった文化現象である反面，ネットに媒介

された日常的なつながりに参加経験が規定されるわ

けではなく，そこから切り離された，瞬間的な共同

性や解放性をともなう集まりが形成されることが示

された。来たる東京2020大会を念頭に置いていたこ

ともあって，筆者たちの議論は，日本のメディア研

究のなかで広く浸透するに至った。

　しかしながら，新型コロナウイルスの感染拡大に

ともなって，筆者たちは同書で提示した認識枠組み

を大きく更新せざるを得なくなった。そして何より，

東京2020大会の延期を経て，ライブサイトもパブリ

ックビューイングもそのほとんどが中止となった。

筆者たちはこれらを分析する機会を永遠に失うこと

になったのである。

　とはいえ，事業として実現しなかったからといっ

て，考察に値しないわけではない。歴史をさかのぼ

れば，1940年に開催予定だった東京五輪は，日本に

おけるテレビ開発にとって大きな追い風になった。

五輪開催までに家庭に受像機を普及させることは難

しかったことから，東京，大阪，名古屋の市街地に

公衆受像所を設け，観衆を集める計画が進められて

いた。これは戦後の街頭テレビ，ひいては現在のパ

ブリックビューイングに連なる発想である。日中戦

争の勃発にともなう国際関係の悪化によって，1938

年に五輪の返上が決まったが，1939年には東京でテ

レビの実験放送が始まり，1941年に太平洋戦争が勃

発するまで続いた3）。いわゆる“幻の東京五輪”は，

戦後におけるテレビのあり方に大きな影響を与えた

のである。

　こうした観点は，従来の放送史が見落としてきた

歴史的忘却や行き詰まりに焦点をあてるという意味

で，メディア考古学の視座4）にも通じるだろう。2021

年に開催された東京2020大会において，ほとんどが

幻となったライブサイトおよびパブリックビューイ

ングの計画が何を残し，逆に何を残すことができな

かったのかは，メディア研究のみならず，都市社会

立命館産業社会論集（第60巻第 2号）



67

学やスポーツ社会学などの知見を踏まえて，学際的

に検証されるべき研究課題である。

1.2　本論文の構成
　そもそも，W 杯のパブリックビューイングについ

ては，これまでに筆者たちが発表したものも含めて，

国内外で先行研究が充実しているのに対して，オリ

ンピック・パラリンピックのライブサイトについて

は，本格的な分析は乏しいのが現状である。そこで，

本論文ではまず，W 杯のパブリックビューイングを

補助線に，シドニー2000大会を発祥とするライブサ

イトの特徴を簡潔に整理する（＝ 2 節）。

　そのうえで，東京2020大会におけるライブサイト

の構想・準備過程を跡づける（＝ 3 節）。東京2020大

会では，組織委員会と東京都の主導によって，ライ

ブサイトが「復興五輪」に不可欠な事業として位置

づけられ，開催都市の東京のみならず，被災地での

開催が決まっていたことが特色であった。もっとも，

ライブサイトが広く注目される契機になったのは

2021年 6 月，その準備のためにおこなわれた代々木

公園での樹木剪定が，Twitter をはじめとするソー

シャルメディアで大きな批判を招き，マスメディア

でも懐疑論が広がったことである。結局，都内での

ライブサイトはすべて中止されたうえ，被災地での

開催もごく一部にとどまった。

　次いで，東京2020大会におけるパブリックビュー

イングの構想・準備過程を跡づける（＝ 4 節）。公式

事業のライブサイトとは異なり，多様な主体によっ

て開催されるパブリックビューイングは，4K・8K

放送普及の追い風になると考えられ，総務省や NHK

が主導して準備が進められた。東京2020大会におけ

るパプリックビューイングの推進は，総務省がまと

めた「4K・8K 推進のためのロードマップ」（2014年

公表，2015年改訂）における重要施策のひとつに位

置づけられ，放送業界のみならず，映像業界や広告

業界の期待も高かったが，その顛末はライブサイト

と同じであった。都市を舞台とする「映像五輪」と

いう企ては霧散し，20世紀的な「テレビ五輪」に後

退したといえる。

　そして最後に，以上の構想・準備過程を踏まえて，

メディア・イベント論の観点から若干の考察をおこ

なう（＝ 5 ，6 節）。東京2020大会におけるライブサ

イトの会場整備については，スポーツの都市化とい

う国際的な趨勢，多様な主体によるパブリックビュ

ーイングの推進は，都市のテレビ化とでも呼ぶべき

趨勢を踏まえて，それぞれ評価する必要がある。

2 　ライブサイトとは何か

2.1　ライブサイトとパブリックビューイング
　「ライブサイト」事業について，『東京2020オリン

ピック・パラリンピック競技大会公式報告書』（以下，

公式報告書）には，次のように記載されている。

ライブサイト事業は，IOC の運営要件において

「市民活動の最も一般的な活動の一つで，オリン

ピック競技大会，文化イベント，パフォーマン

ス，セレモニー，その他活動の放送を楽しむた

めに，住民や訪問者に集まる機会を提供する。」

と規定されており，大型スクリーン等を通じて，

オリンピックやパラリンピックの臨場感を街中

に届ける，会場外の「観客の経験」の中心とな

るものである。同事業は，競技会場のチケット

の有無にかかわらず，東京2020大会を介して人

が共に集い，国内外の人々が同じ瞬間を共有す

る場や機会を提供することで，にぎわいを作り

出すとともに，スポーツへの興味を喚起し，大

会の機運醸成に重要な役割を果たすものであっ

た。5）

　冒頭で述べたとおり，ライブサイトとは，パブリ

ックビューイングを中心とした文化行事のことで，

オリンピック・パラリンピックの公式事業として位

置づけられている。

　ライブサイトはシドニー2000大会から始まった。

市内の主要観光地や公園など 6 会場で，大会 1 週間
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前から実施された。音楽イベントをはじめとしてさ

まざまなパフォーマンスもおこなわれ，夜遅くまで

パーティのような賑わいがあったという。

　カルガリー1988大会以来，ワールドワイド公式パ

ートナー，いわゆるトップスポンサーであるパナソ

ニックのウェブサイトには，「街中に現れたもうひと

つのオリンピック会場」という見出しのもと，次の

ように記録されている。

大会直前になるとシドニー市内には， 6 カ所の

大がかりな無料エンターテインメント会場が開

設された。その名も「Live Site（ライブサイト）」。

各会場の中心には，パナソニックの大型アスト

ロビジョンが配置され，パフォーマンスやコン

サートなどのイベントが繰り広げられる。もち

ろん，オリンピックの競技もここでライブ放映

されるのだ。大会が始まると，オーストラリア

代表のスター選手たちの活躍に，スポーツ好き

の地元住民たちは熱狂した。6）

　さらに「閉会式後も人々を熱狂させた“ライブサ

イト”」として，閉会式に出演したアーティストが，

その後ライブサイト会場に駆けつけたという。

人気 DJ も登場し，オリンピックの閉幕をなご

り惜しむように，人々は午前 3 時まで踊り続け

た。アストロビジョンがなければただの街角や

広場だった場所，ライブサイトに集まった何万

人もの人々は，ともにオリンピックの感動を共

有し，この祭典を思い思いに楽しんだ。シドニ

ーの街に突然現れた巨大なアストロビジョンの

広場は，まぎれもなく“ピープルズ・ゲーム”

のためのもうひとつのオリンピック会場だった

のだ。7）

　 ス ポ ー ツ の ス ペ ク タ ク ル 理 論 で 知 ら れ る J. 

MacAloon は2006年，シドニー2000大会のライブサ

イトが「とりわけオリンピックの祭典に新たな次元

を加えたことは疑いようがない」と指摘している。

MacAloon によれば，スタジアムで実際に試合観戦

をすることと，ライブサイトを体験することは「ど

ちらか一方の体験が他方より優れているといったこ

とではなく，これらは単に別物であり，異なる社会

的・政治的なバランスや異なる文化的文脈の含意を

持つものである」8）。

　2006年といえば，ちょうど W 杯ドイツ大会におい

て，FIFA 公式のパブリックビューイング事業であ

る「ファンフェスト」が話題となった年である。た

とえば，ベルリンの「ファンマイレ（Fanmeile）」

では，普段は車が行き交う市内の目抜き通りが歩行

者エリアとして区切られ，大型ビジョンが設置され

た。正面ステージではハーフタイムに歌手がパフォ

ーマンスを披露し，道路の両側には屋台やサッカー

体験コーナーがずらりと並ぶ。そこには，従来サッ

カーの観客として切り離せなかったフーリガンは見

当たらず，むしろ，それまではサッカーファンとは

思われていなかった女性たちや家族連れなどが大勢，

ファンフェストを訪れた。大型ビジョンを通じたス

ポーツ中継を，荷物チェックなどの入場コントロー

ルがされる安全な空間の中で，食や音楽，遊びとい

った様々なアトラクションとともに提供する─こ

の試みは大成功を収め，「ファンマイレ」はドイツの

流行語大賞ともいえる「今年の言葉」で一位を獲得

した。大型ビジョンの前でドイツ国旗を振る市民の

様子は，ヨーロッパ各国でも報道された。試合中継

が新たなスポーツ視聴者を呼び込み，それが社会現

象にまでなったのである。このイベントの成功は，そ

れまでは草の根的に実施されていたパブリックビュ

ーイングの潮目を，大きく変えたといえる。

　MacAloon がライブサイトについていち早く指摘

したように，W 杯がもたらす祝祭性も，パブリック

ビューイングによって新たな次元に移り，そのあり

方は決して普遍的ではなく，開催地の政治的，社会

的，文化的文脈に根ざしていったことが分かる。
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2.2　教育プログラムとスポーツ体験
　すでに述べたとおり，W 杯においてパブリックビ

ューイングが果たしてきた役割に関する考察に比べ

て，オリンピック・パラリンピックのライブサイト

については先行研究が乏しい。

　2000年以降のライブサイトの展開については，東

京都職員の保志名沙紀が2016年，海外研修をもとに

まとめた報告書『オリンピック・パラリンピック競

技大会先催国におけるシティ装飾，ライブサイト等

の都市活動の取組について』に詳しい。この報告書

によれば，ライブサイトにおける画期的な催しとし

て注目に値するのが，バンクーバー2010冬季大会に

おける教育プログラムの成功と，ロンドン2012大会

におけるスポーツ体験プログラムの充実である。

　バンクーバー2010冬季大会では，ライブサイトは

大会期間中のみ，市内 2 会場で展開された。両会場

とも，コンサートなどがおこなわれるメインステー

ジの両側に，競技中継を放映する大型ビジョンが設

置された。さらに政府や企業などのパビリオンが配

置され，さまざまな教育プログラムが展開された。保

志名によれば，一方の会場はファミリー層をターゲ

ットとし，教育プログラムの一環として，9500人も

の子どもたちがオリンピアンやパラリンピアンと交

流した。組織委員会の元担当者によれば，「気運醸成

を進めていく上で教育プログラムは非常に重要であ

り，バンクーバーでは大学まで巻き込んで活動を行

った」という9）。

　それに対して，もう一方の会場は「アルコールを

楽しむような世代」をターゲットとして，深夜まで

営業がおこなわれた10）。繁華街の中心にフェンスを

設置せずに実施したことから，世界中の人びとが集

い，夜遅くまで交流を深めたという11）。

　そのほかの都市ではパブリックビューイングが実

施された。リッチモンドでは競技中継の放映のみな

らず，アイススケートリンクやエクササイズ施設が

設置され，バーチャル・ボブスレー体験ができるな

ど，スポーツ体験も重視されていた。

　ロンドン2012大会では，開幕に先立ってライブサ

イトを稼働させたことで，機運の醸成に大きな役割

を果たした。パブリックビューイングは通常，大会

期間中に仮設されるものだが，ロンドン大会では数

年前から順次，大会公式の常設ビジョンを設置して

いったという。最終的にはイギリス国内22都市に常

設ビジョンが設置された。ライブサイト会場では連

日，大会の PR 映像が放映されるだけでなく，アー

ティストによる演奏，スポンサー企業による事業展

開，スポーツ体験などがおこなわれた。

　それに加えて，大会期間中には開催都市の地方自

治体が運営するライブサイトも登場した。ここにも

スポンサーが付き，スポーツ体験やコンサートがお

こなわれた。さらに大会組織委員会とは関係を持た

ない自治体においても，非商業的なライブサイトが

50ヶ所でおこなわれた。その結果，オリンピック期

間中に計500万人以上，パラリンピック期間中に計

300万人以上が，ライブサイトを訪れたという12）。ど

の会場でもスポーツ体験がおこなわれていて，「シテ

ィ装飾やライブサイトを経験し，家に帰り，SNS に

撮った写真を投稿し，大会で新しく興味を持った競

技に挑戦していく」までの一連のプロセスこそが，新

しいオリンピック・パラリンピック体験だったので

ある13）。

　 た し か に ロ ン ド ン2012大 会 は，Twitter や

Facebook などのソーシャルメディアを活用した鑑

賞が広がった。こうして大会に参加するというメデ

ィア経験と，ライブサイトに参加するという都市経

験は，明らかに地続きなのである。

　以上の先例を踏まえて保志名は2016年，来たる東

京2020大会におけるライブサイトについて，単に大

型ビジョンが設置されている場所というだけではな

く，「世界中から集まった人々が交流し，文化を学び，

新しいスポーツに興味を持つきっかけとなる場所で

なければならない」と提言している14）。

2.3　リオ2016大会─ライブサイトの政治学
　リオ2016大会では，ライブサイトが開催地の政治

的，文化的文脈に深く根ざしていることがいっそう
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鮮明になった。この大会ではブラジル国内の計 6 ヶ

所でライブサイトが開催された。組織委員会が主催

したライブサイトは，バッハ・オリンピックパーク

とデオドロ・オリンピックパークの 2 ヶ所である。リ

オ市が主催したライブサイトは，ポルトマラビーリ

ャ，マドゥレイラ公園，カンポグランデ・スポート

センターの 3 ヶ所である。それに加えて，リオから

遠く離れたブラジル北部のマナウス州が，アマゾニ

ア・アリーナでライブサイトを主催した。

　バッハ・オリンピックパークはリオ市南西部のビ

ーチリゾートに位置している。ここには水泳やテニ

スなど15の競技の会場もあり，競技施設のある敷地

内にライブサイト会場も組み込まれていた。ライブ

サイト会場は円形の芝生の広場の端を，三角形の吊

り屋根が半分にわたってぐるりと囲む印象的なデザ

インで，重なり合った三角形によって蓮の花が咲い

ているように見える。このライブサイトは，競技エ

リアの中でも海沿いの尖端に配置されており，すべ

ての施設の先にライブサイトが見えるように設計さ

れていた15）。ここにはパブリックビューイングのた

めの大型ビジョンが 2 面設置され，公式パートナー

によるブース展開，バンド演奏など，さまざまな文

化行事がおこなわれた。

　リオ市が主催したポルトマラビーリャのライブサ

イトは，海沿いの遊歩道で開催された。大会に向け

てリオ市が再開発をおこなった地域であり，レガシ

ーのひとつとして宣伝された。ここでは大型ビジョ

ンに加えて，公式グッズの販売所やキッチンカーな

どが展開され，聖火台も設けられていた。ボッチャ

や車椅子バスケットボールなどのスポーツ体験がで

き，ブラジルの歴史や文化を紹介する「カーサブラ

ジル（ブラジル館）」も設置された。大会期間中，バ

ッハ・オリンピックパークの来場者数は 1 日平均 2

〜 3 万人だったのに対して，こちらは 1 日平均 8 〜

10万人，休日など多い日は20万人の来場があったと

いう16）。

　郊外のビーチリゾートや再開発エリアに展開され

たライブサイトとは対照的に，市内のマドゥレイラ

公園は，いわゆるファベーラ（貧民街）の近くに位

置する。『読売新聞』は当時，現地住民の声を次のよ

うに伝えている。

「この辺は以前，クスリの売人がうろつく危険な

エリアだった。今では学校帰りの生徒が散歩を

楽しんでる」。車いすの女性（58）はインフラ整

備を歓迎する。「地下鉄や障害者に優しい道など，

市にはレガシー（遺産）が必要なの」17）

　ライブサイトに加えて，リオ2016大会でもうひと

つ特筆に値するのが，ブラジル国内で2014年以降，大

会組織委員会が中心となって「トランスフォルマ」

と呼ばれる教育プログラムが展開されたことである。

これは貧困層が多い地域の子どもたちを対象として，

オリンピックとパラリンピックのスポーツ競技を紹

介する試みであった18）。

　このようなプログラムはまさに，新しい観客と新

しい競技者の両方の創出を目指すものであった。そ

れでは，東京2020大会におけるライブサイトはどの

ように構想され，準備されてきたのだろうか。

3 　東京2020大会におけるライブサイトの 
構想・準備過程

　2013年 9 月，アルゼンチンのブエノスアイレスで

開催された IOC 総会で，東京2020大会の開催が決定

した。この大会に関して特筆すべきは，ライブサイ

ト事業が当初から，都内だけではなく，被災 3 県（の

ちに熊本を加えた 4 県）で開催されるものを指す，い

わゆる「復興五輪」のための祝祭として位置づけら

れていたことである。

3.1　「復興五輪」のためのメディア・イベント
　2011年 3 月に発生した東日本大震災を受け，同年

12月に東京都が設置した「復興専門委員会」では，招

致決定前から東京2020大会を「復興五輪」と位置づ

け，開催期間中に被災 3 県でライブサイトを開催す
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ることを提案している。

　「復興五輪」は同年 6 月，石原慎太郎東京都知事が

五輪招致の再挑戦を表明するさい，旗印に掲げた大

義名分であった。ところが海外では，収束の見通し

が立たない福島第一原発事故と，そこから放出され

続けている放射性物質への不安が根強かったため，

招致活動に震災復興を掲げることが不利に作用する

恐れもあった。そのうえ，翌2012年10月には石原が

都知事の座から退いたこともあって，招致活動のな

かで「復興五輪」という名目が一度は霧消する。そ

れにもかかわらず，2013年の最終選考を目前にして，

東京で二度目の大会を開催することの理念や意義が

改めて問い直されるなかで，再び「復興五輪」とい

うスローガンが浮上することになる19）。その結果，

最終プレゼンテーションで安倍晋三首相が「原発事

故は管理下（under control）にある」と発言するに

至る。

　この路線変更が招致成功の決め手になったという

見方もある。とはいえ，上記の紆余曲折を踏まえれ

ば，少なくとも招致決定の時点で，「復興五輪」に明

確な理念や目的はなく，あくまで安易な方便に過ぎ

ないことは自明であった。山下祐介が詳しく考察し

ているように，被災地における工事費の暴騰，土木

建設における人材や資材の不足など，復興資源が絶

対的に不足している状況のなかで，大規模な土木事

業をともなう五輪が重なれば，復興の妨げになるこ

とも明らかであった20）。

　そもそも東京で開催する大会がいかにして，遠く

離れた東北の復興につながるのか─。この難題を

解決する手段として当初から期待されていたのが，

ライブサイトだったわけである。

　ライブサイトという言葉は従来，日本ではあまり

聞き慣れないものだったが，これが初めて広く知ら

れるきっかけになったのは，2012年12月にさかのぼ

る。すでに述べた復興専門委員会の最終報告に，東

日本大震災の被災地で「ライブサイト・ファントレ

イルの設置」を実現することが明記されたのであ

る21）。

　この最終報告に盛り込まれた32事業は，「開催都市

決定後・大会準備期間」，「大会開催直前」，「大会開

催期間」，「大会終了後（レガシー）」の 4 期間に振り

分けられており，そのなかで「ライブサイト・ファ

ントレイルの設置」は，大会開催期間の取り組みを

期待される 8 事業のうちのひとつである。具体的な

事業内容は，（1）被災各県の県庁所在地などに，大

型スクリーンでの聖火リレー視聴や競技観戦（パブ

リックビューイング），各種のイベント開催，スポン

サーブース設置などがおこなわれる場である「ライ

ブサイト」を設置すること，（2）ライブサイトと駅

などの拠点を結ぶ道筋において，さまざまなイベン

トやパフォーマンスをおこなう「ファントレイル」

を設置すること，そして開催期間中は，（3）東京都

と被災各県のライブサイトを中継で結び，大会の盛

り上がりや熱気を共有する「祝祭」を演出するとと

もに，被災地の復興をともに祝う場とすること，の

3 点である。

　そして2013年 9 月には，駒沢オリンピック公園総

合運動場体育館で深夜22時から翌朝 6 時まで「スポ

ーツ博覧会 東京2013」が開催され，開催都市決定の

瞬間を見守るパブリックビューイングがおこなわれ

た。この催しでは「朝までスポーツ＆ライブ」と題

して，中川翔子らのコンサートがおこなわれたほか，

スポーツスタッキングやシミュレーションゴルフの

体験コーナーなどが設けられていた。また，「ミッド

ナイトファンラン」も同時開催され，駅伝への参加

を通じて，オリンピアンやパラリンピアンと交流す

ることができた。パブリックビューイングを目玉と

して，コンサート，スポーツ体験，オリンピアンや

パラリンピアンとの交流などを盛り込むことで機運

醸成をうながすという手法は，ライブサイトとまっ

たく同じである。募集定員は2000人だったが，招致

成功の期待感が高くなかったこともあり，集客は芳

しくなかったようである22）。

　招致決定後，東京2020大会におけるライブサイト

事業のための布石は，リオ2016大会から始まった。組

織委員会と東京都が2016年 1 月に公表した2016年度
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の東京2020大会向け予算案では，リオ2016大会の開

催中に都内 2 か所（上野恩賜公園，多摩地域の国営

昭和記念公園）と岩手・宮城・福島の東北 3 県での

パブリックビューイングに10億円を計上しており，

最終的には，同年 6 月に改めて計 6 か所の設置が発

表された。一連の事業は「東京2020ライブサイト in 

2016 ─リオから東京へ─」と名付けられ，競技の生

中継を中心に，地域の児童・生徒らによるステージ

イベント，スポーツ体験などのコーナーが設けられ

た。東京都の発表によると，期間中に合計約35万人

が来場したという23）。これは「東京大会の「予行演

習」の位置づけ」であり，「東日本大震災からの復興

を世界に伝えるために」2020年と同様，被災 3 県で

の設置を試みるものであったという24）。

　それに加えて，リオ2016大会にさいしては，五輪

開催中の 2 日間，東京都が現地ライブサイトのステ

ージで，東日本大震災からの東北復興をアピールす

る「TOHOKU & TOKYO in RIO」を主催している。

このイベントでは，福島県いわき市の「じゃんがら

念仏踊り」や岩手県北上市の「鬼剣舞」などが披露

され，来たる東京2020大会が「復興五輪」であるこ

とが改めて強調された。

3.2　事業計画の策定
　東京2020大会の組織委員会は，ライブサイト事業

を推進していくにあたって，次のような「ライブサ

イトビジョン」を掲げていた。

Engage ALL JAPAN with LIVE SPORT, 

Celebrate our DIVERSITY. 

日本全国の都市に大会に参加する機会を提供し，

日本中に東京2020大会を届け，国内外の多数の

観戦客等がライブ中継を通じて，大会の感動と

興奮を共有することで，全国を盛り上げ，一つ

にする。様々な開催都市やパートナーと計画段

階から積極的に連携し，地域ごとに各都市の魅

力を生かした個性豊かなライブサイトの実現を

サポートし，地域の盛り上げと魅力の発信に貢

献する。25）

　そのうえで組織委員会は，ライブサイト事業を「東

京2020ライブサイト」「コミュニティライブサイト」

「パブリックビューイング」という 3 つのカテゴリー

に区分している。

　「東京2020ライブサイト」は，「組織委員会と，東

京都及び競技会場等の所在する関係自治体が共催す

るもの」26）である。ライブ中継のみならず，競技体

験，ステージイベント，マーケティングパートナー

出展，主催者展示，飲食売店，公式ライセンス商品

販売，マスコット出演などが計画された。海外から

も多数の観客が来場することを想定し，茶道や折り

紙などの日本の伝統文化を体験する企画なども準備

されていたという27）。

　「コミュニティライブサイト」は，「全国の地方自

治体が主催」28）するものである。組織委員会が作成

したガイドラインにもとづいて自治体が申請し，承

認を得ることで開催できる。ライブ中継のみならず，

各自治体の状況に応じて，競技体験，ステージイベ

ント，主催者展示，飲食売店などが計画された。た

とえば，プラネタリウムなどのドームシアターで競

技中継をおこなう「未来のスポーツ観戦プロジェク

ト」なども計画されていたという29）。

　それに対して，「パブリックビューイング」は，「自

治体に加え，地域の自治会や教育機関，スポーツ団

体，経済団体，国際機関等，幅広い非営利の団体及

び組織が，競技中継を行うもの」30）とされた。組織

委員会が放映権者と調整して作成したガイドライン

にもとづいて，多くの実施主体が申請し，承認を得

ることで開催できる。2019年 7 月には，自治体や学

校だけでなく，商店街などでも実施可能になった。

　その結果，2019年 8 月時点で，「東京2020ライブサ

イト」は19自治体30会場，「コミュニティライブサイ

ト」は174自治体301会場でおこなわれる予定であっ

た。報告書によれば，この数字は「オリンピック・

パラリンピック競技大会史上最多のライブサイト実
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施予定数」であったという31）。

3.3　ライブサイトの顛末
　ところが，新型コロナウイルス感染拡大の影響で，

2020年 3 月，大会の開催延期が決定する。それにと

もない，「復興五輪」のスローガンは急速に薄れてい

った。

　感染対策として「大勢で集まらない」ことや「大

声を出さない」ことが求められたため，ライブサイ

ト事業については，計画が一から見直されることに

なる。「簡素化」の観点にもとづく整理，および「ラ

イブサイト実施における新型コロナウイルス感染症

対策の指針」の策定がおこなわれた32）。

　それにもかかわらず，2021年 5 月にはライブサイ

トの中止論がにわかに浮上する。そのきっかけとな

ったのは，「東京2020ライブサイト」の会場のひとつ

である代々木公園における樹木剪定であった。剪定

対象となったのはケヤキやモミジ，サルスベリなど

36本の樹木で，工事用車両の作業動線を確保するた

めに切られるという。『東京新聞』は当時，「木のこ

とを考えて行われる剪定なら否定はしないし，必要

なことだと思う。でも，パブリックビューイング

（PV）のために切るなら，こんなむだなことはない」

という市民の声を紹介している33）。インターネット

上では樹木剪定のみならず，ライブサイト自体の中

止を求めたオンライン署名が展開し，最終的には10

万通以上の賛同が集まっていく34）。東京都は反対運

動が広がっていることを認識しつつも，会場の準備

を進める必要があるとし，代々木公園の剪定は予定

通り実施された。

　他方で，全国的にも「コミュニティライブサイト」

や「パブリックビューイング」の実施方法を変更す

る自治体が増えていく。全国的な規模縮小の流れの

なかで，東京都は2021年 6 月，都内で計画していた

すべてのライブサイトの中止を決定する。予定地の

一部はワクチン接種会場となった。

　結局，2020年12月の意向調査で18自治体25会場だ

った「東京2020ライブサイト」は， 4 自治体 3 会場

の開催にとどまった。115自治体165会場だった「コ

ミュニティライブサイト」は，13自治体16会場にと

どまった。2021年 7 月から申請受付を開始した「パ

ブリックビューイング」は，いずれも小規模ながら

60主体62会場で開催された。公式報告書は「当初検

討していたものとは大きく異なる実施形態となって

しまったが，多くの競技会場が無観客開催となる中

で，対策を万全にしながら観客を入れてライブサイ

ト及びパブリックビューイングを実施できたことは，

東京2020大会における大きな成果であり，スポーツ

の素晴らしさや仲間と応援する高揚感を観戦した

人々に届けることができた」と総括している35）。

　被災地に注目してみると，福島県内ではもともと，

4 ヶ所でライブサイトが開催される予定だったが，

2021年 6 月，そのすべてが中止に追い込まれた。

　「復興五輪」の一環として，組織委員会および東京

都の主導で計画された「東京2020ライブサイト」は，

会津若松市の鶴ヶ城公園といわき市のアクアマリン

パークで開催されるはずだった。

　福島市は，ソフトボールが始まる前夜から10日間，

JR 福島駅前に大型ビジョンを設置し，競技中継のみ

ならず，特産品の PR などもおこなうコミュニティ

ライブサイトを開催することで，計10万人を集客す

る計画だった36）。ところが開催延期を経て，2021年

6 月には，入場者を150名程度に絞る制限案が出され

たが37），その翌週には中止が発表された38）。

　郡山市の開成山野外音楽堂では，オリンピックで

12日間，パラリンピックで 4 日間，合計16日間の開

催が予定されていた。当初は地酒の販売や県産食材

を使った食事の提供などに加えて，子どもたちが競

技体験できるプログラムも計画されていて39），1 日

あたり5000人の来場を見込んでいたが，福島県は

2021年 6 月18日，「感染の再拡大を防ぐことが何より

も重要」という判断から，中止を発表する40）。

　内堀雅雄県知事は 6 月28日の会見で，「復興の発信，

これからの復興への決意を示す場がすべて封じられ

てしまった」と無念さをにじませたという41）。東京

2020大会の東京都ポータルサイトには，「オリンピッ

幻のライブサイト／パブリックビューイング（飯田　豊，立石祥子）
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ク・パラリンピックと被災地復興」というアーカイ

ブページが設けられているが，ここには2024年 7 月

現在，ライブサイトに関する記述は一切ない42）。

4 ．東京2020大会におけるパブリック 
ビューイングの構想・準備過程

　結局，ライブサイトもその他のパブリックビュー

イングも，そのほとんどが実現しなかったため，日

本では両者の違いが意識されることはなかった。

代々木公園の樹木剪定に関する新聞報道においても，

見出しに多く用いられたのは「パブリックビューイ

ング」であった。

　すでに述べたとおり，ライブサイトに含まれない

パブリックビューイングは，「幅広い非営利の団体及

び組織が，競技中継を行うもの」であり，自治体や

学校だけでなく，商店街などでも実施可能であった。

　こうしたパブリックビューイングの機運醸成は，

組織委員会や東京都よりも，総務省や NHK によっ

て主導された。というのも，東京2020大会の開催決

定は，4K および8K 放送の普及にとって大きな追い

風になると考えられたからである。

4.1　4K・8K 放送普及のためのメディア・イベント
　順を追って経緯を確認してみたい。2012年11月か

ら2013年 5 月にかけて，総務省「放送サービスの高

度化に関する検討会」が開催され，4K・8K 放送の

早期実現に向けたロードマップが策定された。2013

年 6 月に公表されたロードマップによれば，受像機

の普及促進を踏まえて，視聴者の関心が集まる国際

的なスポーツイベントの開催年をターゲットとする

考え方が採用されている。具体的には，W 杯ブラジ

ル大会が開催される2014年，リオ五輪が開催される

2016年，そして（東京が五輪の開催都市として立候

補している）2020年をランドマークと位置づけ，2014

年には4K の試験放送を，2016年には4K の実用放送

と8K の試験放送を開始し，2020年までに4K・8K の

実用放送が開始できる環境を整えることを目的とし

たのである43）。

　この検討会での議論を踏まえて，2014年 9 月，総

務省「4K・8K ロードマップに関するフォローアッ

プ会合」が「新たなロードマップ」を公表している。

1 年前に東京2020大会の開催が決定したことを受け

て，2020年に「目指す姿」として，次の三点が挙げ

られている。

・ 東京オリンピック・パラリンピックの数多く

の中継が4K・8K で放送されている。

・ 全国各地におけるパブリックビューイングに

より，東京オリンピック・パラリンピックの

感動が会場のみでなく全国で共有されている。

・ 4K・8K 放送放送が普及し，多くの視聴者が

市販のテレビで4K・8K 放送を楽しんでいる。

　受像機の普及のみならず，パブリックビューイン

グの実現が，4K・8K 放送普及のための重要施策と

位置づけられたわけである（図 1 ）。それに併せて，

4K 実用放送の開始時期を，2016年から2015年に前倒

しすることも表明された。

　さらに2015年 3 月 9 日，総務省「2020年に向けた

社会全体の ICT 化推進に関する懇談会」幹事会が開

催され，アクションプラン策定に向けた議論のひと

つとして，東京2020大会における8K パブリックビュ

ーイングが話題に上った。議論の口火を切ったのは，

NHK だったという。というのも，NHK はロンドン

2012大会にさいして，イギリスからの2K 映像を生伝

送し，日本国内の約70ヶ所でパブリックビューイン

グをおこなった実績を有していたからである。『日経

ニューメディア』は当時，NHK の主張を次のように

伝えている。

「放送で提供できるのは限られた競技だけ。とこ

ろが，オリンピックは同じ時間帯にたくさんの

競技を行っており，感動をよぶものも数多くあ

る。光ファイバーで伝送し，ホールやイベント

会場にその競技に関心のある観衆が集まり感動

立命館産業社会論集（第60巻第 2号）
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を共有するということはロンドン五輪でも中々

できていない。大勢がマイナー競技で感動でき

るというのは新しい見方になる。ロードマップ

に入ったらありがたい」と主張した。この意見

に対して，主査の坂村健氏（東京大学教授）は，

「ぜひアクションプランに入れていきたいと考

えている」と，主張に理解を示した。44）

　付け加えると，すでに NHK は，W 杯ブラジル大

会にさいして，現地（リオデジャネイロ市内） 3 ヶ

所および国内 4 ヶ所で，8K パブリックビューイング

を成功させていた。また，ソチ2014冬季大会にさい

しても，ソチのオリンピック公園に隣接する国際放

送センターのシアターにて，開会式，フィギュアス

ケート，および閉会式を8K で公開上映したほか，国

内 2 ヶ所でも8K パブリックビューイングをおこな

っている。当時はまだ，4K テレビ放送がまだ本格化

していないにもかかわらず，対応する受像機の販売

が堅調で，「8K 映像のパブリックビューイングは，

4K 需要を本格的なものにする効果が大きい」ことが

期待されていた45）。

　NHK は同年，4K・8K 試験放送の前倒しを判断し，

2016年から開始することを決定した。そして2020年

には8K でのパブリックビューイングの開催をいち

早く表明した。東京都も2015年時点で，都内1000ヶ

所以上でパブリックビューイングの開催を見込んで

いた46）。

4.2　映像業界や広告業界の期待
　こうした動きに，映像業界もいち早く反応した。パ

ナソニックは社内に「東京オリンピック推進本部」

を設置し，1000億円規模の売上増を目指すこととし

た47）。スタジアムなどにおける大型 LED ディスプ

レイの設置もその一環であり，これは競技会場のみ

ならず，パブリックビューイングにも利用できるも

のである。リオ2016大会にさいしては，パナソニッ

クセンター東京で「Stadium of Wonders in Tokyo」

を開催し，NHK が8K スーパーハイビジョンでのパ

幻のライブサイト／パブリックビューイング（飯田　豊，立石祥子）

図 1 　 4 K・ 8 K 推進のためのロードマップ（2014年公表，2015年改訂）
出典： 総務省「4K 放送・8K 放送 情報サイト」https://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/housou_suishin/4k8k_suishin/

policy.html
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ブリックビューイングをおこなった。

　デジタルサイネージコンソーシアムは2014年の秋，

五輪部会を発足させている。総務省は2015年度，デ

ジタルサイネージの調査研究予算として 1 億円を計

上しており，コンソーシアムがその受け皿となった。

　街頭大型ビジョンの業界団体である日本パブリッ

クビューイング協会は，全国の街頭大型ビジョンで

パブリックビューイングをおこなう意向があること

を表明し，交渉を始めた。協会の専務理事は2015年，

「東京五輪のマラソン競技で，街頭を走るマラソンラ

ンナーの目に大型ビジョンによる自分の映像が大き

く映し出されたらどんなにか励みになろうか。2020

年までにはそのような社会の実現を目指していきた

い」と発言している48）。というのも，日本では2000

年代以降，映画館やスタジアムでのパブリックビュ

ーイングの隆盛とは一線を画して，街頭での実施に

ついては，2001年に発生した明石花火大会歩道橋事

故などの影響で，長らく自主規制が続いていたので

ある。

　スポーツ情報配信会社の ookami は2017年，渋谷

スクランブル交差点の大型ビジョンで，EAFF E-1

サッカー選手権の試合状況を配信した。東京2020大

会は，テレビ中継の大部分が勤務時間帯に重なるこ

とが予想されていたため，同社の社長は当時，「街そ

のものをスタジアムにする」と言明し，駅の電子看

板やタクシーのテレビなど，都市のいたるところに

あるスクリーンでスポーツ体験が可能な環境をつく

りたいと意気込んでいる。都市のスクリーンでのス

ポーツ体験を，「スタジアムやテレビに次ぐ第 3 のス

ポーツ観戦」と捉えているのである49）。

　屋外での映像広告の市場規模も，東京2020大会に

向けて伸びていて，東京だけでなく地方都市でも需

要が増していった。政府が進める地方創生の方針を

背景に，財政支援の交付金を原資にデジタルサイネ

ージを導入する事例も増えていった50）。「復興五輪」

が謳われていたことが追い風となり，災害などの緊

急情報対応型ビジョンとして，街頭大型ビジョンや

デジタルサイネージの更新が進むことも期待された

のである。

　以上のように，東京2020大会はその準備段階にお

いて，都市を舞台とする映像の祭典として期待され

てきた。ライブサイトやパブリックビューイングの

事業計画に加えて，機運醸成のための PR にあたっ

ては，プロジェクションマッピングが繰り返し活用

された51）。

4.3　パブリックビューイングの顛末
　NHK は2016年 8 月，4K・8K の試験放送を開始し

た。同年12月，一般社団法人放送サービス高度化推

進協会がこれに続いた。試験放送は全国の NHK 各

局などで，パブリックビューイングというかたちで

視聴できるようになった。第 2 節で述べたとおり，パ

ブリックビューイングは元来，スポーツ中継，とり

わけサッカー W 杯や五輪などの集団視聴を意味す

る言葉として知られるようになったが，そうした祝

祭性や仮設性とは一線を画して，常設の大型ビジョ

ンで日常的にテレビが視聴される状況に対しても，

この言葉が用いられるようになっていく。1997年に

発足した日本大型ビジョン事業者協議会が，2008年

に日本パブリックビューイング協会に名称変更した

ことも，こうした変化の表れだったといえよう。

　さらに NHK は2018年， 2 月の平昌冬季五輪と 7

月のＷ杯ロシア大会にさいして，全国各地でパブリ

ックビューイングを実施した。東京2020大会を明確

に見据えた計画であったことは言うまでもない。こ

うした動きに民放も追従し，スポーツの国際試合な

どで 4 Ｋ中継の実証実験に取り組んでいた。そして

同年12月 1 日，4K・8K 衛星放送が始まった。もっ

とも，対応する受像機やチューナーがそれほど流通

しておらず，すべてのチャンネルを視聴するには，

BS アンテナや配線の交換も必要であったため，普及

は伸び悩んだ。それゆえ東京2020大会に対して，さ

らに大きな期待が寄せられるようになったわけであ

る。

　新型コロナウイルスの感染拡大にともない，こう

した期待がすべて霧消してしまったことは，改めて
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繰り返すまでもない。NHK 放送文化研究所は，2016

年10月から2021年 9 月までの 5 年間にわたって，東

京2020大会に関する世論調査をおこなっている。そ

の一環として，人びとがどのようなメディアを利用

して大会を楽しんだのかについても，詳細な調査と

分析がおこなわれている。一言でいえば，「ほとんど

の競技が無観客開催となり，パブリック・ビューイ

ングを含むさまざまな関連イベントも軒並みとりや

めになったことで，結果的に，テレビで観戦するし

かない状況になり，“テレビ五輪・パラ”と評しても

差し支えないような結果」52）だった。しかも，その

盛り上がりが長くは続かず，刹那的であったことも

裏付けられている53）。

5 　考察

5.1　ライブサイト─スポーツの都市化
　東京2020大会におけるライブサイトやパブリック

ビューイングは，それが実現されていたと仮定すれ

ば，都市に何をもたらしたのだろうか。過去におこ

なわれたライブサイトや W 杯のパブリックビュー

イングに関する研究と，第 3 〜 4 節で跡づけてきた

構想・準備過程を照合すれば，以下のような推察が

できる。

　ライブサイトやパブリックビューイングは従来，

公共空間でおこなわれる場合であっても，セキュリ

ティコントロールをおこなうため，フェンスで囲み，

出入り口を限定するなどの措置が取られてきた。大

きな広場や公園など，普段は開放的な場所だったと

しても，一時的には移動の制限や空間の囲い込みが

おこなわれる。その内部に大型ビジョンが設置され，

さらにスポンサーのロゴや広告などが遍在すること

で，D. Rowe と S. A. Baker が指摘するように，それ

はスタジアムのコマーシャリズム的な特質に近似し

てくる54）。ひとことでいえば，ライブサイトのスタ

ジアム化である。

　その一方，Rowe と Baker によれば，ライブサイ

トのもっともポジティブな特質は，「一般視聴者にと

ってさらに見やすく，アクセス可能にするという点

で，メガイベントを文化的に「民主化」する力」で

あるという。従来のスタジアムが郊外の振興地域を

開発する原動力になったのに対して，ライブサイト

の開催が，今度は新たに再開発された大都市の人口

集中エリアを特権化するという事実を差し引いても，

少なくとも「イベントの参加者の範囲を拡大する可

能性」を持っていることは確かである55）。また，ラ

イブサイトにコマーシャリズムのみならず，ある種

の「コミュニティ志向」が見出されるという指摘も

ある56）。

　公共の場のスクリーンによる体験の共有を「民主

的」とみなすのは，パブリックビューイングを論じ

るさいにも散見される語り口である。たとえば H. J. 

Schulke は，2006年の W 杯ドイツ大会で展開された

パブリックビューイングについて，「サッカー消費の

さらなる民主化に向けた重要な一歩である」と指摘

している57）。実際，大会期間中にスタジアムを訪れ

たのが310万人だったのに対して，12の開催都市でお

こなわれたパブリックビューイングには約1800万人，

その他およそ300の都市でおこなわれたパブリック

ビューイングには約1000万人が訪れた58）。

　スポーツ消費の「民主化」は，あらゆる人びとを

観客化することで起こることが重要である。ドイツ

のファンフェストが人びとに驚きをもって受け止め

られた理由のひとつは，このイベントに参加したの

が従来のサッカーファンだけではなかったことが挙

げられる。当時，スタジアムに足を運ぶサッカーフ

ァンの多くは男性だったが，ファンフェストでは，そ

れまでスタジアムでは見られなかった人びと─女

性，家族連れ，高齢者など─が，フェイスペイン

トをし，ナショナルチームのユニフォームやドイツ

国旗のモチーフを身に付け，国旗を振っていた。K. 

Harney と D. H. Jütting は当時，都市におけるドイ

ツ国旗の氾濫について，「国家シンボルは，大量の視

聴者たちが一斉に交流するための，視認と応答にと

って重要」だったと述べている59）。

　こうやって新しい観客を創出する試みは2010年代

幻のライブサイト／パブリックビューイング（飯田　豊，立石祥子）
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以降，さまざまなスポーツ大会で見られるようにな

った。たとえば，ラグビー W 杯の場合，公式事業と

してのパブリックビューイングを「ファンゾーン」

と呼び，ラグビー体験用コートを設置している。2019

年の日本大会では，北は札幌から南は熊本まで16都

市にファンゾーンが設置され，合計113万7000人を動

員した。ファンゾーンは一躍，ライブサイトよりも

知名度を高めたため，来たる東京2020大会のライブ

サイトについて「ファンゾーンも帰ってくる」60）と

紹介する報道もみられた。

　IOC は2016年の総会において，東京2020大会に向

けて「スポーツの都市化（urbanization of sports）」

の推進を提唱した。東京五輪は「アーバンスポーツ

元年」とも呼ばれ，スケートボード，スポーツクラ

イミング，サーフィン，BMX フリースタイル，バ

スケットボール 3 × 3 など，いわゆるアーバンスポ

ーツが新競技として多く採用された。さらに2024年

のパリ五輪ではブレイクダンスが新競技として採用

され，今後はパルクールなどの競技化が検討されて

いる。

　「スポーツの都市化」は何より，IOC が若年層を

取り込むためにアーバンスポーツに期待を寄せてい

ることの表れだが，市井吉興によれば，この言葉に

は政治的な含意がある。そのひとつが「スポーツ施

設の恒久化を前提とすることなく，スポーツを都市

（再）開発の資源として活用し，都市に付加価値を与

えること」であるという61）。その背景には言うまで

もなく，五輪の招致活動の停滞がある。2010年代以

降，開催費用への不安と住民の不支持によって，招

致活動の撤回が相次いでいるなかで，市井は「スポ

ーツの都市化」を，持続可能なオリンピック・ムー

ブメントへの「試金石」と捉えている。

　ライブサイトのスタジアム化は，この意味におい

て，まさに「スポーツの都市化」の一端といえよう。

東京2020大会において，ライブサイト開催にともな

う公園の整備も，こうした文脈を踏まえて理解し，そ

の是非を含めて評価する必要がある。

5.2　パブリックビューイング─都市のテレビ化
　東京2020大会では，ライブサイトがスタジアム化

する一方で，都市には多数の大型ビジョンが仮設さ

れるのみならず，常設の街頭大型ビジョンやデジタ

ルサイネージなども遍在していることで，無数のパ

ブリックビューイングをおこなうことが可能になる

はずだった。「街そのものをスタジアムにする」とい

う言明は，都市そのもののテレビ化と同義であろう。

　歴史を遡れば，三菱電機製の「オーロラビジョン」，

松下通信工業製の「アストロビジョン」などの野外

テレビジョン映像装置は1990年代を通じて，野球場

やサッカースタジアム，陸上競技場，競馬場や競艇

場などに相次いで設置されるとともに，都市の大型

街頭ビジョンとしても活用されていった。2000年代

におけるパブリックビューイングの隆盛は，こうし

て都市がテレビ化していった先に生じた出来事であ

った。

　ただし，ライブサイトがコマーシャリズム的であ

りながら，「民主的」ないし「コミュニティ志向」と

いう特徴が見いだせるように，パブリックビューイ

ングもまた，放送業界，映像業界，広告業界などの

産業的要請だけにもとづいて構想・準備されていっ

たわけではなかった。すでに述べたように，街頭大

型ビジョンやデジタルサイネージを，災害情報など

を緊急配信できるコミュニティメディアとして位置

づけ，普及させていこうという動きのなかで，パブ

リックビューイングの裾野が広がっていったのであ

る。「復興五輪」というスローガンが，図らずも効果

的に機能したといえる。

　こうして都市そのものをテレビ化していくことで，

オリンピック・パラリンピックが真新しいメディア・

イベントとして人びとの眼前に立ち現れる（ことが

目指された）。

　さらに付け加えておけば，近い将来，五輪での正

式採用が期待されている e スポーツにとっても，ラ

イブサイトやパブリックビューイングによる賑わい

の創出が生命線となるだろう。たとえスタジアムで

あっても，来場者が視線を向けるのは大型ビジョン
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にほかならず，その様態は否応なくライブサイトや

パブリックビューイングに近似していくからである。

おわりに

　20世紀の五輪において，レガシーといえば有形の

都市開発だった。ローマ1960大会がその契機になっ

たといわれ，それを上回る規模で都市再編をおこな

ったのが東京1964大会であったことは，改めて言う

までもない。長野1998冬季大会においても，公共交

通をはじめとするインフラ整備などの地域開発がな

され，これらが有形の遺産となった。

　ロンドン2012大会においても，イースト・ロンド

ンの再開発をレガシーとすることが，招致活動の段

階から宣言されていた。リオ2016大会のように，ラ

イブサイト事業が都市整備を促したことで，有形の

レガシーを遺した例もある。

　だが，ライブサイトの多くは大都市の中心部に仮

設され，基本的には撤去されるものである。ライブ

サイトが遺すのは新たな観客であり，新たな競技者

の可能性であり，新たなオリンピック・パラリンピ

ックの担い手である─というのが，その建前であ

った。

　東京2020大会の場合，そもそもライブサイトにこ

うした効果が期待され，その準備がなされていたか

は疑問である。本論文で跡づけたように，被災地の

ライブサイトは「復興五輪」というスローガンと分

かちがたく結びつき，コロナ禍のなかでフェードア

ウトしてしまった。一方，都内では公園を再整備す

ることによって，日本では長らくスタジアムや映画

館を舞台におこなわれてきたパブリックビューイン

グと同様，来場者の囲い込みが暗黙の前提であった

ようにみえる。それでも，ライブサイトやパブリッ

クビューイングによる賑わいの創出が実現していれ

ば，必ずしも大規模な再開発や恒久的な施設などに

依存しない，新しい都市像の指針になりえたのかも

しれないが。

［付記］本論文は，公益財団法人放送文化基金の助成を
受けた研究成果の一部である。研究課題名は「東京2020
五輪のライブサイト／パブリック・ビューイングをめ
ぐるメディア・イベント研究」（研究代表者：飯田豊）。
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Phantom Live Site / Public Viewing: 
Media Studies on the Conception and Preparation Process 

at the Tokyo 2020 Olympic and Paralympic Games

IIDA Yutakaⅰ, TATEISHI Shokoⅱ

Abstract : Focusing on ‘live sites’ and ‘public viewing’ at the Olympic and Paralympic Games, this paper 

clarifies the conception and preparation process for the Tokyo 2020 Games. Live Sites, which began with 

the Sydney 2000 Games, have become established as an official cultural project that, in addition to public 

viewing, includes educational programmes and sporting experiences, with the aim of creating both new 

audiences and new competitors (i.e. the urbanization of sports). A key feature of the Tokyo 2020 Games, 

however, was that the live site was quickly positioned by the Organising Committee and the Tokyo 

Metropolitan Government as a festival for the ‘Reconstruction Olympics’ and was to be held in the areas 

affected by the Great East Japan Earthquake. In contrast, public viewing to be organised by various 

actors was positioned by the Ministry of Internal Affairs and Communications and NHK as an important 

measure for the dissemination of 4K/8K broadcasting, with high expectations not only from the 

broadcasting industry but also from the video and advertising industries. What these plans left behind 

needs to be examined from an interdisciplinary perspective, based not only on media studies but also on 

the findings of urban sociology and sports sociology.

Keywords :  media event, live site, public viewing, Tokyo 2020 Olympic and Paralympic Games
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